第５章　農業
概況
　本府の農業は日本経済の高度成長期には、商工業の発展及び人口増加とドーナツ化現象によって、農用地が事業所、道路、住宅などの建設用地に転用されたため、耕地は年々減少の一途をたどってきた。
　又、農産物の需要が拡大しているにもかかわらず、農業の小規模化、休耕地の増加、若年労働力の他産業への流出等により農業の経営状態は年々悪化してきた。
　しかしながら、昭和48年の石油ショック、それ以後の不況、昭和50年代に入っての経済の安定成長等の影響が農業にもおよび、農家、耕地の減少は鈍化の傾向にある。
農家数
　昭和55年2月1日現在(1980年世界農林業センサス)における農家数は5万2,551戸となり、前年の5万3,933戸より1,382戸(2.6パーセント)の減少を示した。
　その内訳を専兼業別にみると、専業農家は4,167戸(総農家の7.9パーセント)で、前年にくらべ313戸(7.0パーセント)減、兼業農家のうち｢農業を主とする農家｣(第1種兼業農家)4,357戸(総農家数の8.3パーセント)で。前年にくらべ88戸(2.0パーセント)減、｢兼業を主とする農家｣(第２種兼業農家)は4万4,027戸(総農家数の83.8パーセント)で、前年にくらべて981戸(2.2パーセント)の減少となっている。
　経営耕地面積規模別農家数についてみると、5アールから30アール未満の小規模農家が2万7,649戸で、総農家数の52.6パーセントを占めている。続いて、30アールから50アール未満が1万2,662戸(24.1パーセント)、50アールから70アール未満が6,265戸(11.9パーセント)、70アールから100アール未満が3,715戸(7.1パーセント)、100アール以上が1,970戸(3.7パーセント)、例外規定の適用を受ける農家（経営耕地面積５アール未満、過去１年間の自家農産物販売金額が10万円以上)が290戸(0.6パーセント)となっている。本府においては50アール未満の農家は4万311戸(総農家の76.7パーセント)で、経営耕地面積の小規模な農家が多いといえる。
経営耕地面積
　経営耕地面積は、1万8,302ヘクタールとなり、前年の１万9,007ヘクタールに比べ、705ヘクタール(3.7パーセント)の減少となっている。
　農家1戸あたりの平均経営耕地面積は、34.8アールで年を追って減少しており、農家の小規模化が進行している。
　経営耕地面積を地目別にみると、田1万3,996ヘクタール(76.5パーセント)、畑1,504ヘクタール(8.2パーセント)、樹園地2,803ヘクタール(15.3パーセント)となっている。
　前年に比べると、田は718ヘクタール(4.9パーセント)減少し、畑は103ヘクタール(6.4パーセント)減少し、樹園地は116ヘクタール(4.3パーセント)増加している。田の構成比が少しずつ減少し、樹園地の構成比が高まっている。
